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1. EDI の動向

1.1 E D 1 概要

最近， EDI (Electronic Data Interchange) が注

目を浴びてきている. これはJlPDEC (申書日本情報処

理開発協会)の定義によれば「異なる企業聞で、取引のた

めのデータを通信回線を介して，コンビュータ(端末を

含む)聞で交換すること.その際，当事者聞で必要とな

る各種の取決めが，可能なかぎり広く合意された標準的

な規約であること」としている.従来も大手企業を中心

に取引先とのコンピュータネットワークを構築し，資材

の受発注，商品の受発注をオンライン化してきたが，そ

の際の取引先との各種取決めを 1 対 1 あるいは 1 対Nで

行なったのに対し，業界レベノレ，園内レベル，国際レベ

ルで標準化しようと L 、う動きである.

この背景にはまず経済成長が高成長から低成長へ鈍化

したことにある.企業にとってコスト低減のー施策とし

て取引先とのスムーズな情報交換の必要性が増大してき

た.また，企業の成長に伴う多種業界との交流の進展，

および企業活動の国際化に伴う資材，商取引の迅速な情

報交換が求められている.さらに消費者ニーズが多様化

し，企業もニーズに沿った商品の製造・流通に対応する

必要性があり，他社との競合もますます厳しくなってき

ている.このような「社会構造の転換j とし、う背景とコ

ンピュータ，ネットワーク技術の進展による情報機器の

高性能化，低廉化および標準通信プロトコルの普及によ

る異機種コンピュータの相互接続の容易性の高まりなど

技術的背景として「情報化の進展J とし、う背景と大きく

2 つの側面がある.

EDI はコンピュータで取引データを直接電子的に交

換できるため，次のようなメリットがある.

(1)購入リードタイムの短縮，在庫の縮小

(め事務処理コストの削減

(司手書き作業，データ再入力作業，データチェック
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図 1 ED 1 導入の効果(例:注文書送付の場合)

作業の削減

(扮喬類，印刷，郵送コストの削減

(3)人為ミス減少による取引の高信頼化

(4)異業種間取引の実現

(5)ペーパーレス取引決済の実現

(6) グローパルで、オープンなネットワークによる取引先

の拡大

特に図 1 に示すように，従来発注元における発注リス

トの印刷，相手先用紙への転記，郵送，受注元における

内容確認，コンピュータへの入力において業務完了まで

の時聞がかかり，記載ミスが生じやすく事務処理コスト

が増大したのを減少させることが可能になる.

EDI を導入する際，取引先との聞で図 2 に示す 4 つ

の取決めが必要となる.

第 1 レベル，第 2 レベルはコンビュークの相互接続に

伴う規約であり，第 3 レベル，第 4 レベルは業務，運用
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図 2 ED 1 導入へのアプ戸ーチ

上の規約になる.現在後述する各業界ではビジネスプ

ロトコルと呼ばれる第 2 レベルの情報表現規約の制定に

注力している.

1.2 欧米の動向

欧米においてEDI は現実のものとなっている.コン

ビュータを利用した企業内の業務の効率化だけでなく，

取引先との受発注システムも取り入れることにより，一

連のシステム効率をめざした.

またわが国と比較し，商慣習が単純明瞭，取引先とも

契約主義で割り切った関係，取引先が地域的に近くない

等があり，より効率的な受発注および物流システムが進

んだものと思われる.

また，企業関競争の手段として戦略情報、ンステム構築

のサブシステムとしても使われ， iNo EDI , No Busiｭ

nessJ と，取引先に対し， EDI での発注が受けられな

いのではその取引先との仕事はないと L 、う企業もある.

さらに，欧米企業は園内だけでなく，国外との取引も

一般化しており，国際取引におL 、て EDI は必要不可欠

となってきている.

米国においては ANSI X.12 (American Standards 

Institute X.12) が米国標準として制定され普及してい

る.これは貿易，運輸を核として各業界との取り引き情

報の標準化をはかり， 1986年制定したものである.また

欧州でも複数国間の貿易に必要となるデータの交換のた

めに標準化が進み，TDI(Trading Data Interchange) 

が利用されている.

さらに欧米聞の貿易のため， 1988年に国際標準EDI

F ACT (EDI for Administration, Commerce and 

1993 年 6 月号

Transport) がISO (国際標準化機構)によって制定さ

れるに至った. (図 3 ) 

1.3 わが国の動向

わが国においては従来大手企業を中心に取引先とのネ

ットワーク化を推進してきた.これは，大手企業の論理

により，個別プロトコルによる独自ネットワ -!I を形成

した.この取引先間ネットワークは取引先と固い込みを

目的とした戦略情報ネットワークといえる.このネット

ワークにおいて取引先は複数企業からの受注を受けるた

め，相手企業毎にシステムを対応する必要があった.シ

ステムカ‘ホストコンビュータであれば相手企業数だけの

個別jプロトコル←→社内プロトコルに変換するソフトウ

ェアの開発を強いられてきた.またパソコンで受ける場

合はホストと同様なソフトウェアの開発をする必要があ

った.この場合，個別ソフト開発するよりも，相手企業

指定のバソコン，ソフトウェアを購入した方が，コスト，

運用上も良いので営業所には相手先企業に対応できるだ

けのパソコンの種類と台数が並ぶという，いわゆる「多

端末現象J が生じた.

この現象を解消するため，日本電子機械工業会 (E 1 

A J)では電子機器業界の発注企業と受注企業との聞に

取り交わされる情報は何か(見積，注文，請求，支払等)，

その情報で必要なメッセージの内容は何かを洗い出し，

標準メッセージ(項目，定義，桁数等)を取り決めた.

そしてそのメッセージをどう相手企業に流すかをシンタ

ックスルール(伝文フォーマットコード等)を取り決め

た.また第 3 レベルに相当する業務運用規約のひな形お

よびオンライン取引標準契約書のひな型を策定し， iE 1 
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アメリカ ヨーロッパ [注:略語説明]

NCITD TDCC AIAG UCS DISH ODETTE TRADACAMS NCITO(National Council on Inte-
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rnational Trade Documentation) 

TDCC (Transportaion Data 

Coordinating Committee) 

AIAG (Automotive Industrial 
Action Group) 

UCS (Uniform Communication 
System) 

ODETTE (Orgnization for Data 

Exchange and Teletransmission 
in Europe) 

ANSI X12 (American National 

Standards Institute X12 (米国規

格協会 X12日
TDI (Trading Data Interchange 

(貿易データ交換))

EDIF ACT (Electronic Data Interｭ

change for Administration, 
Commerce and Transport (行政，

商業，運輸のための電子データ否定換))

図 3 欧米におけるピジネスプロトコルの標準化.国際標準のビジネスプロトコルEDIFACTが制定された.

AJ取引情報化対応標準 1 Jを昭和62年発行した. (その

後平成 4 年 4 月 r 1 CJ 発行した).この標準プロトコル

によるオンライン取引を実際に行なっている企業は 800

社(共通取引先コード付番社数より推定)を越えている.

一方，流通業において小売業一卸業間，卸売業ーメー

カー聞の受発注における通信手順として， JCA(Japanｭ

ese Chain Store) 手11慣を制定し， 広く利用されてい

る.またチェーンストアから取引先(卸，メーカー)へ

の発注における伝文フォーマットも JCA フォーマット

が制定されている.

さらに ISDN等の通信の高速化および将来の国際取

引を考慮し，国際標準 OSI X400 をベースとした新手

11債としてH手順(JCA-H) を制定した.

また銀行業界でも銀行聞の通信手順として全銀協手順

が制定され，あらゆる業界で利用されている.

この他建設業界，鉄鋼業界，石油業界，住宅産業業界，

電線業界，電機業界でも検討および一部稼働している.

これらの業界ではEIAJ シンタックスルールをベース

とした CII (Center for the lnfomatization of lnｭ

dustry) シンタックスルールを採用している.これは通

商産業省の外郭団体である JIPDEC (財団法人日本情

報処理開発協会が発表したものである. CII シンタック

スルールにて送信するファイルは図 4 に示すように複数
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のメッセージグループ(送付書に相当)で構成される.

1 つのメッセージは複数のデータエレメント(伝票の明

細の 1 項目に相当)で構成される.最下位層のデ}タエ

レメント(データ項目)はデータタグ(データの意味を

表わす識別子)， レングス・タグ(データ長)，データで

構成されている.データ・タグ/レングス・タグの方式

を採用することにより，従来の「固定長フォーマット J

ばかりではなく， r可変長フォーマット j にてデータの交

換を可能にしている. C 1 1 シンタックスルーんにはこ

のような構造から下記のような特徴がある.

①製造業界など，項目数の多いメッセージのコ}ディ

ングに適した可変長フォーマット

②英数字，カタカナ，ひらがな，漢字など国内のED

I で必要とする文字をサポート

③最小のメッセージ長を実現する効率的なメッセージ

コントロール構造

④通常のEDI に十分な最大32， 767文字(漢字の場合

は 16， 383文字)のデータエレメント(データ項目)

⑤通常のEDI に十分な最大61 ， 439種のデータエレメ

ント(データ項目)

⑥EIAJ シンタックスルールとの互換性

現在，第 1 レベルの伝達規約(通信手11贋)は広く普及

している全銀協手順， J CA手11贋が利用されているが，
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メッセージグループ

(送付書に相当)

メッセージ

(伝票に相当)

データエレメント データ・タグ

(伝票の明細の

11頁目に相当)

(データの意味属性在・

表わす識別子)

図 4 C 1 1 シンタックスルールについて (TYPEI2 (通常モード)の場合)

さらにC 1 1 では業界横断的に利用できる通信手順とし

てF手順を制定した.

F手順は次のような特徴がある.

①国際標準OSI FT AM (File Transfer Access 

Method) をベース

②マルチファイル転送が可能

③送受信ファイルの状況確認等，運用管理を考慮

④セキュリティ機能の標準装備

⑤障害管理機能の標準装備

これらの標準の各企業の採用については強制的なもの

ではないが，各業界を管麟している省庁の指導をもとに

業界内，企業内の啓蒙活動が進むにつれ，今後も普及し

ていくであろう.

一方，企業の国際化，日本の国際化に伴う世界諸国と

の協調が叫ばれる中で，日本においては前述の国際標準

EDIFACT と CII 標準との関係の明確化および EDI

FACT 利用推進， さらに標準化活動への参加が望まれ

ている.

2. 目立の取り組み

2. 1 目立統合EDI システムのコンセプト

目立では，効率的で汎用性の高いEDI を実現するた

めに，通信機能から運用支援機能までを統合した，使い

1993 年 6 月号

やすいシステムをユーザーに提供することをコンセプト

として「目立統合EDI システムJ を提供している. r 日

立統合EDI システム」は，図 5 に示すように， ED 1 

に必要な各種の機能をコンポーネント化したソフトウェ

アで構成され，利用する機能や標準の組合せを柔軟にす

ることで.ユーザーの運用に合わせたEDI のシステム

構築の実現を狙いとしている.

現在，本システムはHITAC Mシリーズ(稼働OS:

VOS3 , VOS1/ES2 , VOSK システム)を対象に

提供しているが，今後は UNIX システムやオフィスプ

ロセッサへの適用も考えている.

2.2 r 目立統合EDI システムj対応ソフトウ zア

図 5 で示した「目立統合EDI システムj の各種機能

(運用支援機能，変換処理機能，通信処理機能)に対応

するソフトウェア製品とその特長を紹介する.

また，システム構成例を図 S に示す.

(1)運用支援機能対応ソフトウェア

eEDI 集配信システムパッケージ rCOSMEDICJ

rCOSMEDICJ は，さまざまな取引先とのデータ交換

処理を一定的に扱う EDI のためのアプリケーションパ

ッケージである.データの統合・振り分け機能，送受信

管理機能、支援機能，支援機能を備え，次の特長をもっ.

.EDI 特有のさまざまな機能を提供するので，取引デ
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ユーザーの業務プログラム

く豆主〉
〈至亙〉

-一元約なユーザー
インターフェースの提供
.効率的な運用の実現

目立統合EDI シ又テム

EDI モデノレ

-国際/業界標準デ}タ
フォー?ットの採用
(伺ijIJ-標準の相互変換)

-国際/業界標準通f言
プロトコルの採用
・目立VAN のネット
ワークサービスの提供く豆豆〉

〈レベル 3>

業務運用規約
(j冨用の取決め)

目立統合EDI システムの機能概要

対応し，異業種間のEDI に適用できる.

・ íCOSMEDICJ との連携により， ユーザーの業務

プログラムと容易に連動させることができる.

(の通信処理機能対応ソフトウェア

.ファイル伝送プログラム rXFITJ rHIFIT J rXFIT J, 

íHIFITJ は従来より JCA 手順， 全銀協手順などの

EDI に対応する各種の標準通信プロトコルや， OS 1 

ファイル転送プロトコノレ (FTAM) 等をサポートして

し、るが，これに加え流通業界の最新の EDI 用通信手順

であるíH手順(J CA-H手11贋) J にもすばやく対応し

た.

また，業界横断的に利用できる新通信手順 rF手順j

のサポートを予定している.

これらのソフトウェアは次の特長をもっ.

・サポートするすべての手11原 (H 手順， FTAM, JCA 

手11贋，全銀協手11煩等)の混在使用が可能なので，あら

ゆる取引先との EDI に柔軟に対応できる.

・どの手順を利用しても， 銈OSMEDICJ と連携が可

ータ集配信処理に関する業務プログラムの新規開発，

既存シスチムのー改造を軽減できる.

・各種の業務コードの変換やユーザー固有の取引データ

フォーマットと標準データフォーマットの変換処理を

自動的に行なうことができ，運用工数の削減が図れる.

・業務処理単位，接続先単位に取引データを振り分け，

統合することにより，集配信処理の効率向上が図れる.

・業務処理と送受信処理が非同期に実現でき，業務処理

スケジュールに柔軟性をもたせることができる.

(の変換処理機能対応ソフトウェア

eCII シンタックスルール対応トランスレータ íED

IFT/CIIJ 

íE DIFT/CIIJ は， C 1 1 シンタックスルー

ルに対応するトランスレータで，ユーザー固有の取引デ

ータフォーマットと C 1 1 シンタックスルールに対応し

た標準データフォーマットの相互変換を実現し，次の特

長をもっ.

・ C 1 1 シンタックスルールを採用するすべての業種に

図 5

VOS3, VOSl/ES2, VOSK システム

統合型ファイノレ
伝送システム

COSMEDIC 
.7 ォー7 ット勺ード変換機能

.データ振り分け/統合機能

.送受伝管理機能

.支援機能

業
務
プ
ロ
グ
ラ
ム

XFIT" 

または

HIFIT'事EDIFT/CII者

相互変換機能

図 B 目立統合EDI システムのソフトウエア構成

*) EDIFT /CII は， DOSMEDIC とは別プロダクト

*) COSMEDIC が利用できる通信ソフトは， íVOS3 XFITj , 侔OS1/ES2 XFITj , rVOSK HIFITj 
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。
役 害。 メリット

振り分け
運用負担の経減

苦i積交換(メールポックス)

借;J.lJIJVAN，業界VAN
構築実績に基づくノウハ EDI のスムーズな導入

ウ提供

既存ネットワーク，運用 -コスト削減
体制の提供 -ネットワーク技術宵符・巡

周作業，符理の軽減

図 7 ED 1 におけるVANの役割，メリット

能なので，高機能なEDI を実現できる.

2.3 国際EDI 対応ソフトウェア

国際的なEDI への対応として， REFER (日立の流

通プロダクト紹介制度)のもとに，スターリング・ソフ

トウェア紛が販売する rTRANSLATORシリーズJ と

いう EDI 用パッケージソフトウェアを広くユーザーに

紹介している.

rTRANSLA TORシリーズJ は，米国では多くの実

績をもっSterling Software社が開発したソフトウェア

で， HITAC Mシリーズ(適用 OS : VOS 3 , VOS 1 

/ES2 システム)で稼働し，国際標準rEDIFACTJ ，

米国標準 rANSI X12J をはじめ，欧米の各種業界標準

に対応している.これにより，海外とのEDI に柔軟に

対応できる.

3. ED 1 対応VANサービス

EDI を実現するために，ネットワークの利用方法が

大きく分けて 2 つある. 1 つは，第 1 ~重通信事業者の通

信回線を借りて取引先と結ぶ方法である.この場合，ネ

ットワークを含むシステム全体の企画，導入，運用をユ

ーザー自身が行なうことになる.もう 1 つの方法は目立

VANを利用することである.日立VANの提供する広

域ネットワークと EDI サービスを利用することによっ

て EDI 導入が短期間に容易にできる(図 7 参照).

日立VANEDI サーピスの、ンステム構成とサーピス

内容を図 S に示す.このサーピスを利用する形態として

1993 年 6 月号

は，①発信者は各受信者に対する発注データ等の伝送フ

ァイルを作成し目立VANへ送信する.②日立VANで

は発信者から送信されたファイルをリアルタイムにて各

受信者のメールボックスヘデータを振り分ける.③受信

者は自社のメールボックスから好きな時間にデータを取

り出す.となる.これにより発注者，受注者の情報交換

が迅速になる.

また国内だけで、なく，海外の遜信事業者と提携し，海

外の取引先とのネットワークにも対応できる.

4. おわりに

EDI は情報インストラクチャとして実現されつつあ

る.まだ現行の法令や商習慣上ED 1 ìこなじまない問題

もあるが，商取引のスピード化，物流のスピード化に伴

う事務処理コストの低減は各企業にとって共通の課題で

あるので徐々に解決されていくであろう.

目立も EDI を通じてユーザーの業務に役立つよう製

品の強化，サーピスの品質向上に努める所存である.
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